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タイの県（チャンワット）名
（県名は県庁所在地名と同じ）

北タイ上部
１．チェンマイ
２．チェンラーイ
３．ナーン
４．プレー
５．メーホーンソーン
６．ランパーン
７．ランプーン
８．パヤオ

北タイ下部
９．ターク
10．スコータイ
11．ウッタラディット
12．ピサヌローク
13．カンペンペット
14．ピチット
15．ペチャブーン
16．ナコンサワン
17．ウタイターニー

東 北 タ イ
18．ノーンカーイ
19．ルーイ
20．ウドンターニー
21．ノーンブアランプー
22．サコンナコン
23．ナコンパノム
24．ムクダーハーン
25．コーンケーン
26．カーラシン

27．マハーサーラカム
28．チャイヤプーム
29．ナコンラーチャシーマー（コーラート）
30．ブリラム
31．スリン
32．シーサケート
33．ローイエット
34．ヤソートン
35．ウボンラーチャターニー
36．アムナートチャルーン

中 部 タ イ
37．チャイナート
38．シンブリー
39．ロッブリー
40．サラブリー
41．アーントーン
42．スパンブリー
43．プラナコンシーアユタヤー
44．カーンチャナブリー
45．ナコンパトム
46．ノンタブリー
47．パトゥムターニー
48．ナコンナーヨック
49．プラーチーンブリー

50．サゲーウ
51．チャチュンサオ
52．クルンテープ（バンコク）
53．サムットサーコン
54．サムットプラカーン
55．チョンブリー
56．ラヨーン
57．チャンタブリー
58．トラート
59．サムットソンクラーム
60．ラーチャブリー
61．ペッチャブリー
62．プラチュワプキーリーカン

南 タ イ
63．チュムポーン
64．ラノーン
65．スラーターニー
66．パンガー
67．クラビー
68．プーケット
69．ナコンシータマラート

70．パッタルン
71．トラン
72．パッタニー
73．ソンクラー
74．サトゥーン
75．ヤラー
76．ナラティワート

タ イ
タイ王国

面 積 万

人 口 万人（ 年 月）

首 都 バンコク（正式名はクルンテープ・マハーナコン）

言 語 タイ語。ほかにラオ語，中国語，マレー語

宗 教 仏教（上座部），ほかにイスラーム教

政 体 立憲君主制

元 首 プーミポン・アドゥーンラヤデート国王

通 貨 バーツ（ 米ドル バーツ， 年平均）

会計年度 月 月



総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権

船津鶴代・東 茂樹

概 況

年末まで高支持率を維持してきたタクシン政権は， 年に入って，政権

発足後初めての本格的な逆風を経験した。それにもかかわらず，同政権は 月

日に，タイの政党史上初の下院議会の任期満了を達成し，その並々ならぬ政治基

盤の強さをみせつけた。

年の内政の焦点は， 年 月の総選挙で次期政権を狙うタイラックタイ

党が，逆風のなか，いかに選挙戦を展開し一党単独支配の目標達成に努めたか，

に集約される。年初から，鳥インフルエンザ流行や南部のイスラーム過激派によ

る放火・襲撃事件など，政権の問題対処能力を問う事件が続発し，一時は首都ホ

ワイトカラー層を中心に，政権への支持率は明白に低下した。これに対してタク

シン首相は，国会でさらなる安定多数を確保しつつ，農民・低所得者層に対して

は分配政策を次々と提示し，中間層・実業界向けにはタイの競争力強化等の公約

を打ち出すなど，支持率の挽回に努めた。

経済は引き続き持続的に拡大し，経済成長率は前年比 ％となったが，下半

期に個人消費が減速傾向を示した。タクシン政権の低所得者層を対象とした内需

拡大策である村落基金，庶民銀行，住宅開発などの事業は，いずれも順調に進捗

しており，政権側は多額の所得が創出されたと総選挙を前にその経済効果を誇示

している。他方で事業を推進するにあたり，政府系金融機関や予算予備費の過度

な活用は，資源配分の非効率や将来的な財政負担を招くなどの問題をともなって

いる。金融機関の不良債権処理は峠を越えており，政府が決定した金融セク

ター・マスタープランにしたがって，大幅な金融機関の再編が進みつつある。

概 況

年のタイ年のタイ



タクシン首相に対する世論の支持と反発

タクシン政権は，タイ経済を 年の経済危機による混乱から立て直し，政

治・経済改革を断行するという期待を背負って 年に登場した。その政治スタ

イルと政策は，政権の制度的安定を意図した 年憲法初の適用例であることも

手伝って， 年代の不安定な連立政権時代にはみられない独特のものである。

年は，この独特の政治スタイルや政策，とりわけ同政権の経済運営手法をめ

ぐって世論が割れ，有権者は支持と反発の間を揺れ動いた。

年を通じて選挙公約実施の成果を喧伝したタクシン政権は，年初の段階で

割台の高い首相支持率を維持していた。これを前提に， 月 日の党大会では，

与党タイラックタイ党（以下， TRT 党と略）が今後 年にわたって国政を担当す

る抱負が表明され，次期総選挙ではタイの政党史上例のない 議席の獲得（下院

総議席数の 分の ）という目標値が設定された。

しかし， 年前半の国内政治は， 地位ある者は他者の批判に耳を傾けよ

（ 年 月 日の国王誕生日スピーチ）というタクシン首相にむけた国王の叱責

から幕を開けた。これを皮切りに，これまで沈黙を守っていた知識人たちも，言

論の自由を抑圧し，何事にも強硬姿勢で臨む首相の政治スタイルや TRT 党の一

党支配戦略，首相のファミリービジネスや閣僚への利益誘導，貧困層への ばら

撒き 策（ポピュリズム政策）などに対する批判を一斉に展開し，上半期の世論に

少なからず影響を与えた。

実際，タクシン首相の支持率は， 年 月の ％を頂点に， 年の 月

には ％に急落した。これは，政権を担当して以来， 年 月（支持率

％）に次ぐ二度目の支持率低迷期にあたる。地域別では，とくに年央の首都

における与党支持率低下が著しく，北部と東北部での支持率は，比較的安定して

いた（以上，アサンプション大学ABACポールによる世論調査結果に基づく）。

以下では， 年上半期に政権支持率を一時的に引き下げた背景として，鳥イ

ンフルエンザ問題，南部のテロ事件，政権批判ブームを順次とりあげる。続いて，

バンコク都知事選での敗北後， TRT 党が支持率回復のため下半期に繰り出した

選挙対策について触れ，選挙戦にむけたタクシン政権の対応の変化を捉えたい。

国 内 政 治

年のタイ



鳥インフルエンザ発生と情報隠蔽疑惑

タイでは 年 月頃から鶏の大量死が観察され始め， 年 月半ばにはカ

シコーン・リサーチセンターなど定評ある調査機関が鳥インフルエンザ発生疑惑

を警告し始めた。政府は，これを輸出産業や観光に打撃を与える有害な風評とし

て 月 日まで否定し続けたが，翌 日には一転して，首相が国内における鳥イ

ンフルエンザ発生を公式に認めた。

政府は，同日中に緊急対策本部を設けて農業・協同組合省，公衆衛生省，商務

省，内務省などを招集し，その後も数々の対策（原因究明，鶏肉の輸出停止によ

る養鶏業者への被害補償や食肉関連業への支援策など）を繰り出した。しかし，

初動の遅れから，すでに全国 県に広がっていた感染地域は拡大の一途を辿り，

政府の楽観的予測に反して， 月中には全国 県にまで広がった。 月 日，よ

うやく感染が終息する気配がみえたことから，ソムサック農業・協同組合相が鳥

インフルエンザ・フリー宣言を出した。しかし，早くも 月 日には再感染が発

覚し，その後は感染の範囲もほぼ全国に及んだことから（ 年 月から 年

月 日まで，全国 県にわたり 件発生），政府の責任が厳しく問われ始め

た。

タクシン首相は， 月 日の第 次内閣改造において，鳥インフルエンザ対策

強化を目的に，農業・協同組合相を転出させ，呼吸器系の専門家スチャイ医師を

公衆衛生副相に起用した。さらに， 月 日までに鳥インフルエンザ根絶を目指

すと宣言したものの，結局，年内には解決をみなかった。

マスコミは， 月の鳥インフルエンザ発生容認が遅れた背景に，養鶏業者や鶏

肉輸出業者の利益を国民の生命に優先させた政府の姿勢があると指摘し，農業・

協同組合省の情報隠蔽疑惑を報道した。これを受けて， 月初めに野党民主党が

議会に緊急動議を提出，また上院でも国政問題審議の開催要請が出されたが，

TRT 党優位の国会で政権追及の動きは抑えられた。しかし， 月の再感染判明

後，農業・協同組合省次官が省内で報告の遅れがあったと内部告発し， 月には

人から人への感染 疑惑についても政府が詳細を明らかにしなかったことから，

その情報隠蔽体質に対して，再び批判の声が高まった。

南部におけるテロと政府の強硬策の失敗

タイ南部で続発したイスラーム武装勢力による放火・襲撃事件は， 年のタ

クシン政権にとって，対応の誤りが政治的打撃につながる最大の難問であった。

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



年のタイ

実際， 月と 月の二度にわたりイスラーム教徒と治安当局の大規模衝突が起き

た直後は，政府の強硬姿勢に対する世論の反発が強まった。

年 月 日 月 日の間に，南部国境の 県（パッタニー，ヤラー，ナ

ラティワート県）並びにソンクラー県では，イスラーム武装勢力（パッタニー統一

解放機構やパッタニー・マレー国民改革戦線など）の関与が疑われる事件によっ

て，死者 名・負傷者 名（負傷者内訳は警官 名，兵士 名，一般人 名）

に上る被害が生じた。治安の悪化が長引き，同地域では多くのホテルや事業所が

閉鎖・撤退を決めたほか，学校の休校や鉄道作業員のスト，地方公務員や教員の

異動が相次ぎ，地域の生活・経済に深刻な影響をもたらしている。

年の一連の南部テロ事件の推移は，次の四局面に分けられる。

第一局面では，国家を象徴する権威に対して主に組織的襲撃が行われた。 月

日，ナラティワート県で警察・軍施設襲撃と武器大量強奪，小学校同時放火事

件が起き，政府は同日夜から戒厳令を布告した。 月 日にはこれを南部 県全

域に広げて軍・警察の治安維持部隊を派遣，軍に令状なしの逮捕・捜索特権を与

えて取締まりを強化した。さらに，イスラーム宗教学校（ポンドック）全校に対し

て，教育省下の私立学校登録を 月中に行うことを義務づけ，従わなければ閉校

処分とした。これらの強硬な治安維持策は，イスラーム教指導者をはじめ，多く

のイスラーム教徒の反発を招いた。

月末から 月までの第二局面では，攻撃対象が無差別に一般人を狙う形に拡

大し，事態は泥沼化し始める。大きなものでは， 月 日，ナラティワート県ス

ガイコロク郡の飲食店でおきた爆破事件により，マレー人観光客を含む一般人

名が重軽傷を負った。その後 月 日に，パッタニー，ヤラー，ソンクラー各県

で軍・警察施設が同時襲撃され，イスラーム武装集団と国軍との銃撃戦により

名が死亡した。なかでも歴史遺跡のクルセー・モスクで治安当局が 名の投

降を待たず一斉射殺した事件に対しては，国内外のムスリム団体・人権擁護団体

が抗議し，神聖な場での殺戮が流血騒ぎを広げることへの危惧が表明された。

その後，小規模のテロ事件が散発的に起きるなか， 月にはタイ捜査当局が犯

人逮捕の手がかりを得て，第三局面へと展開する。政府は，この時点における公

式発表を控えたが， 月 日には 月 日事件の首謀者（Ismail Jagffar）がマレー

シアで逮捕されたとのニュースが流れ（ ， 年 月 日），その後，タイ

国内でもポンドック関係者を中心に容疑者逮捕の報道が続いた。ところが， 月

日，ナラティワート県タクバイ郡の警察署前に，武器提供の容疑で逮捕された



村人の釈放を求めて抗議するイスラーム教徒群集が集まり，治安当局との衝突事

件が起きた（タクバイ事件）。その制圧過程で 名が死亡，さらに政府発表では，

拘束した容疑者を陸軍キャンプへ移送する最中にトラック内で 名が窒息死また

は圧死した。 月 日以来， 度目のムスリム大量死という最悪の事件が起きた

ことで，タクシン政権は国内外から強い批判を浴びることになった。これを機会

に，知識人やイスラーム教指導者は，タクシン政権と軍の強硬な制圧策がムスリ

ムに敵意を焚きつけ，地域の平和回復を難しくしていると声を上げ，タクシン首

相は， 月 日に知識人グループとの面会に応じた。

また 月から度々憂慮を表明してきたタイ王室も，タクバイ事件後は，政府や

国民への働きかけを強めた。 月 日，国王は首相に対して，強硬路線の転換と

住民の安全確保を促し，厳戒令の早期解除などを示唆した。またシリキット王妃

も， 月から 月までナラティワートの離宮に滞在して情勢を把握し， 月 日

には各界代表 名をチットラダー宮殿に召集し，涙ながらに国民の一致協力を

呼びかけた。強硬策の転換を模索し始めた政府は，イメージ作戦の一環として，

国王誕生日に国民が折った大量の白い折鶴を上空から南部に投下し，同地域に平

和のメッセージを届けようとした。

月に入ると，手配されたテロ首謀者 名のうち 名が逮捕され，一連の事件

の背景について政府が情報を公表しはじめる（第四局面）。 月時点の政府発表に

よれば，一連のテロ事件はポンドックを舞台に，教員の一部がパッタニー独立を

めざす分離主義組織と連絡をとりつつ，武器備蓄を進めたことから始まっている。

さらに，ヤラー県タマウィタヤー校など名門校を含むポンドック数校の校長・教

員らは，生徒に聖戦意識を植え付け，テロや武器強奪事件の実行犯を組織した。

月 日以降，タクシン首相は，国民向けに南部問題に関する談話を次々と

発表し始めた。これによれば，手配中の容疑者は 名を超え，逮捕による治安

の維持回復にはまだ時間を要するが，政府による問題統制が可能な局面に入った

ことが強調されている。

政権批判の噴出

タクシン政権が，こうした緊急事態の対処に追われるなか， 月にかけて

一部の新聞に 政府は種々の問題解決能力を失いつつあるのではないか という

論調が登場し始める。また， 年末に国王が首相批判の口火を切ったことも影

響して，これまで 恐れからの沈黙 （歴史学者ニティの表現）を守ってきた多く

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



の知識人が，続々と政権批判を展開し始めた。

月に入ると，政権批判を正面に掲げた政治誌（ ファー・ディアオガン

年 月号）が発行され，続いて同 日には タクシン政権の先を読む （

, I, II）という政治評論本が発売され，後者はタイで異例の 万部（

巻計）のベストセラーを記録した（ 月末時点）。

これらの本，そしてマスコミに知識人たちが寄せた批判の中身は，タクシンの

政治スタイルから政策まで，多岐にわたる。タマサート大学スラポン法学部長や

ソムキット法学部准教授らは，年初（ 月 日）に TRT 党の一党支配戦略を批判

し，野党が議会に閣僚不信任動議を提出できなくなる 議席の選挙目標を TRT

党が掲げることは，複数政党制による議会のチェック機能を想定した 年憲法

の意図に抵触する，とした。また，著名な経済学者アンマー・タイ開発調査研究

所（TDRI）前所長らは，首相のファミリービジネスや閣僚の利益誘導につながる

政策上の汚職 を批判し，さらに ポピュリスト（大衆迎合）政策 と総称され

る貧者への分配政策に対しても，経済効果の不確かな政府の大規模支出が制度化

されれば，将来の経済不安を引き起こす，と警鐘を鳴らし始めた。

このほか，知識人の動きとは別に， 月 日にはタイ国外に逃亡中の実業家，

エーカユット・アンチャンブットが，株価操作によって不正に利得を得た閣僚が

政権内にいるという未確認情報を暴露し，一時は大きな注目を浴びた。

バンコク都知事選

年上半期の TRT 党への逆風を象徴したのが， 月 日に行われたバンコ

ク都知事選だった。最大野党である民主党の候補が，次点候補（ 万 票獲得）

に予想外の差をつけて勝利（ 万 票を獲得）した都知事選は，首都周辺，とり

わけホワイトカラー層の タクシン離れ を強く印象づけた。

月 日の立候補正式表明後，選挙戦前半で本命とみられていたのは，国家開

発党幹事長の職を辞し，無所属で立候補したパウィナー・ホンサクン女史だった。

民主党は， TA オレンジ社共同 CEOとして実業界で知られたアピラック・コー

サヨーティンを擁立したが，その政治的手腕は未知数だった。ところが，パウィ

ナーの圧倒的リードは， TRT 党が 月 日にパウィナー候補支持に回ると宣言

したことをきっかけに，徐々に怪しくなっていく。

今回の都知事選は，投票日直前（ 月 日）の世論調査結果（ ）が示すよう

に， 支持する候補は未確定 とする浮動票の多さ（ ％）と有権者の高い関心（投

年のタイ



票率は過去最高の ％）を特徴とした。最終的には，この浮動票が 月前後に

高まっていた TRT 政権への反発を反映して民主党候補の支持に流れた，と分析

されている。

TRT 党の選挙対策

TRT 党は，すでに 年後半から，選挙を意識した数々の 人気取り 政策

を準備していた。しかし，バンコク都知事選での敗北後，総選挙が近づくにつれ

て，ばらまき型政策へのシフトが明確になり，政府の政策と党の選挙対策との境

界が曖昧化していった。これらの 人気取り 政策としては，年初に始まった貧

困者登録と登録者への貧困救済策， 月の公務員給与引き上げや下級公務員への

生活給支給， 月の村長・行政区（タンボン）長の給与引き上げ，貧困地域である

東北部の月額所得額を 万 まで引き上げる計画，地方の巡回閣議で約束した地

方のインフラ整備計画，などが挙げられる。

国会における絶対的安定多数の確保

さらに， TRT 党は， 月から 月にかけて政党合併や他党からの議員引き抜

きを進め，国会において更なる安定多数を確保した。具体的には， 月の内閣改

造で与党入りした国家開発党（ 議席）を 月に正式合併し，連立を組んだタイ国

民党からもソンタヤー観光スポーツ相率いるチョンブリ派（ 議員）とネウィン副

農相率いるブリラム派（ 議員）を引き抜いて， TRT 党に合流させた。このほか

民主党からも， 月に起きた分裂（サナン・カジョンプラサートらが離脱しマ

ハーチョン党を結成）の機に乗じて 議員を引き抜いた。その結果， 月末時点

で総選挙に臨む TRT 党総勢力は 議席（現職議員に加えて他党から離脱した前

議員を含む）に膨らんだと推測され，民主主義下のタイでは過去に例のない一党

支配体制が出現しつつある。

貧困層に向けた分配政策の拡充

月 日， TRT 党は選挙にむけた キックオフ キャンペーンを正式に開始

した。都知事選での大敗をうけて，年初に設定した 議席の獲得目標を下方修

正し， 月上旬にかけては 議席以上（小選挙区で ，比例区 ）を新たな

目標値に設定した。さらに首都と南部の支持率低下を考慮して，北部・中部・東

北部の票獲得を重視する戦略が明らかにされた。

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



TRT 党は，複線型経済政策（Dual Track Policy）として， 貧困層への分配政

策（ 草の根 経済の強化）と， 競争力のある経済セクター強化，の つを同時

並行する方針を唱道してきた。 月以降は，とくに票を確実に集めやすい農民・

下層向けの分配政策が拡充され（表 参照），実業界・中間層向けの公約発表や党

の政策宣伝にもいっそう力を入れるようになった。

月 日， TRT 党は全国で 貧困救済キャラバン を展開し，借金の救済措

置や土地無し層への公有地配分などを実施すると宣伝した。さらに翌日から 万

人以上の市民を動員して政府の実績宣伝フェアをバンコクで開き， 月 日には，

首相官邸で約 万人の農民が恩恵を被る新たな農民債務解決策の調印式を大々的

に開催した。野党民主党は，こうした政策や宣伝行事が政府予算を使った選挙活

動に他ならない，として選挙委員会に違法の訴えを出したが，審議中のものを除

き，大部分は違法裁定を受けなかった。

中間層・ビジネス向けの国家の競争力強化戦略

上記の貧困層向け政策と並行して，中間層や実業家向けには，株価の倍増，国

家の競争力強化政策を目標として掲げ，TRT 党の経済手腕に対する支持を訴えた。

タクシン首相は，今期政権で経済危機からの脱却という課題を果たし，次期政

年のタイ

貧困者登録の実施 月までに 万人前後が登録（ 月 日 ）。登録者を優先に，
借金問題の解決，公共地の再配分，住宅供給，職業教育等を行う。
所得税免除策 低所得世帯のため，課税最低限を 万 に引き上げ。（ 月 日）。
SML政策（大中小規模の農村むけ資金補助政策， ページ参照） 全国の村落に，
人口規模に応じて 万 のインフラ整備・福祉事業用資金を供給（ 月 日提案，
月 日に配分開始）。
農民債務削減策 新たな債務削減のため，金融機関による農民債務の買い上げと支
払い条件の緩和策を提示（ 月 日）。
ウア・アートーン（We Care）計画 低価格・低金利の住宅開発供給計画の続行，
農家への輸入牛貸与・育成による所得増計画， 中小企業への融資計画ほか。
バーン・マンコン計画 スラム街一掃のための低価格住宅供給（ 月 日， NESDB
発案）。
インフォーマル経済の合法化 年を目標に，売春賭博の合法化，バイクタク
シーや家内労働者，露天商などのフォーマル化により，新たな税収確保と社会保障
基金制度の創設を目指す（NESDB貧困根絶計画に基づき 月に発案）。

表 年に新規発案または実施された主な 草の根 経済強化策

（出所） 筆者作成。



権ではタイをより先進国に近づける経済・社会政策の実施を約束している。この

公約に合わせて，ソムキット財務相は 月 日に新たな経済政策の枠組みとして

国の競争力強化と経済安定，人と社会の開発によるタイの先進国化 を示した。

さらに 月の閣議では，次期政権中に 兆 規模の産業資本・社会資本の整備計

画に着手することを決定した。この大規模な投資計画は，総延長 に及ぶ首

都圏の公共輸送システム連結，バンコク新空港とマカサンを結ぶ鉄道路線などを

含み，その主たる財源は証券市場などからの調達を想定している。

政権の任期満了と支持率回復

様々な逆風にさらされながらも，タクシン政権は，地域ごと・有権者の階層ご

との関心を汲み取った公約を下半期に集中的に打ち出し，年末にかけて支持率を

再び回復傾向に導き始めた。相対する最大野党の民主党は，党内分裂や TRT 党

による議員引き抜きで党勢を大きく削がれたうえ，選挙戦でも， TRT 党批判以

外に新味のあるビジョンが提示できず，首都圏周辺の候補者選びにも手間取る状

況であった。

さらに， 月 日にスマトラ沖大地震・津波が発生し，この危機をタクシン首

相が迅速かつ断固たる対処により乗りきったことも， 年初頭の選挙戦には有

利に働いた。災害の規模は，タイの南部 県（パンガー，クラビー，プーケット，

ラノーン，トラン，サトゥーンの各県）で死者計 名（うち 名は外国人），

負傷者計 名，行方不明者計 名（ 年 月の 誌ホームページよ

り引用）という甚大なものだったが，政府・民間が広範に統率の取れた救援・広

報活動を展開した結果，一部の被災地は早くも 月に観光事業の一部を再開する

など，社会的動揺を最小限に抑える努力がなされた。

月 日，タクシン政権は，民主的選挙を経た政党政権として，タイの憲政史

上初めて 年の任期満了を達成した。 年 月に予定される次期総選挙では，

TRT 党が第一党になることは確実視されている。目下の最大の焦点は，選挙に

おいて TRT 党単独で過半数をどの程度超える票を集めるか， タイの政党史

上初の一党支配体制が実現するか否か，ということにある。

タクシン政権の登場により 年経済危機の影響を乗り越えたタイは，どこへ

向かおうとしているのか。 年の総選挙は，タイ現代政治の行方を占ううえで，

間違いなく重要な局面になるであろう。

（船津）

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



減速傾向のタイ経済

年の経済成長率は，個人消費と民間投資が下半期に減速傾向を示して，前

年の ％を下回り ％の増加にとどまった。各四半期の経済成長率は，第 四

半期 ％，第 四半期 ％，第 四半期 ％，第 四半期 ％である（図 ）。

年初から鳥インフルエンザの流行，南部国境県の治安悪化，石油価格の高騰など

が重なり，経済成長率が下方修正された。それでも ％の成長は維持しており，

持続的に経済が拡大している点は変わっていない。

タイ経済の成長が減速している主な要因は民間消費の伸びの低下であり，民間

消費指数は前年比 ％の増加で，前年の ％から低下している。農民の所得の

減少，インフレ率の上昇，消費者の先行きに対する安心感の低下が影響している。

民間投資指数も前年比 ％の増加で，前年の ％から低下傾向にある。石油

価格や金利の上昇による生産コストの増加など，やはり投資家の先行きに対する

確信が低下してきている。ただし自動車の年間販売台数は 万 台（前年比

％増），二輪車は 万 台（同 ％増）にのぼり，前年の二輪車に続き自

動車でも通貨危機前の水準を上回った。また南部の治安悪化や津波による被害な

経 済
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どが，タイ経済全体に及ぼす影響は限られている。

生産面では，干魃により農作物の生産が前年比 ％減少している。他方で製

造業生産指数（ 年 ）は （前年比 ％増）となり，電子，自動車，皮

革などの伸び率が上昇した。全体の設備稼働率は前年の ％から ％へ拡大

し，石油化学，紙パルプ，タイヤ，洗濯機，コンプレッサーなどの工場の稼働率

は ％を超えている。また外国人観光客は，鳥インフルエンザの流行や南部国境

県の治安悪化にもかかわらず，前年比 ％伸びた。しかし年末に発生した津波

の影響で， 年上半期はホテルなど観光サービスの営業に打撃が及ぶと予測さ

れる。

輸出は前年に引き続き堅調で，通年の輸出総額が前年比 ％増加し 億

に達した。輸出先シェアを前年と比較すると，アメリカ向けが ％から ％

に低下した一方，中国向けは ％から ％へ上昇している。中国はアメリカ，

日本に次ぐ，タイの第 位の輸出先となり，今後中国の引き締め政策の影響がタ

イの輸出に影響を及ぼすことになる。製品別では，自動車・同部品（前年比

％増），石油化学製品（同 ％増）などが増加した。

輸入は原油価格の高騰による原油輸入の増加（同 ％増）が要因となり，通年

の輸入総額が 億 にのぼって前年比 ％増加した。輸入元シェアでも，中

国が前年の ％から ％に拡大し，日本に次ぐ第 位の輸入元となっている。

輸入の急増により，貿易黒字は前年より縮小している。経常収支黒字は前年並み

の 億 万 で，GDP 比は ％となった。

投資委員会（BOI）による 年の投資認可件数は 件（前年は 件），投資

額で 億 （前年は 億 ）と拡大している。国別では，日本が 件，

億 で首位であり， EU（ 件， 億 ），アメリカ（ 件， 億 ）を大きく引

き離している。大型事業では， PTT 社の天然ガスパイプラインと石油化学事業，

スチール社の高炉建設などが認可された。今後の景況を示す投資申請額は

億 と，前年の 倍に増加している。

資本収支は，前年のマイナス 億 からマイナス 億 に赤字が縮小した。対

外債務残高は 年末の 億 から 年末には 億 に減少し，外貨準備高

も前年末の 億 から 億 に増大した。外貨準備は，短期債務の 倍，ま

た輸入額の カ月分となり，対外的な安定を維持している。

財政年度（ 年 月 年 月）は 億 の赤字予算が編成されたが，

景気拡大にともなって税収が増加し，歳入は当初の見込みを 億 上回って

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



兆 億 に達した。他方で歳出は，効率的な予算の消化で 兆 億 となり，

予算外収支を含めた財政収支は 億 の黒字（GDP 比 ％）と健全化している。

年度の当初予算は，歳出が前年比 ％増の 兆 億 となり，借入のな

い均衡予算が編成された。公的債務残高は，金融機関再建に要した負担の借り換

え債の発行などで， 年末に 兆 億 となり，GDP 比は ％である。

消費者物価上昇率は，前年の ％から ％に上昇した。おもな原因である石

油価格の高騰が国内経済に及ぼす影響を緩和するために，政府は 月にガソリン

と軽油の小売価格に上限価格を設定し，差額を石油基金から補 する価格維持制

度を導入した。しかし石油価格の高騰が収まらず，石油基金からの補助金は年末

までに 億 に達し，財政負担が危惧される状況となった。ガソリン価格は，

月から補助金を段階的に削減し， 月に完全に自由化した。軽油に関しては，

価格の上昇が家計を直撃するという理由で補助が続いているが， 年 月の総

選挙後の撤廃が決まっている。石油価格維持政策の失敗により，政府は石油代替

エネルギー（サトウキビを原料とするエタノールにガソリンを混合するガソホー

ルなど）の使用を推進している。

中央銀行はインフレを抑制するために，年後半に 回にわたって政策金利であ

る 日物レポ金利を引き上げ，年末には ％となった。アメリカのフェデラルフ

ァンド金利引き上げに対応した利上げであり，資本流出の予防も考慮している。

ポピュリズム政策の成果と問題点

タクシン政権は，従来のように外需主導型ではなく，内需と外需の両面から経

済成長を図る経済政策を実行に移し，経済成長率の上昇などで成果を挙げてきた。

とくに内需拡大の柱として，低所得者層の購買力向上，家計支出低減，事業機会

創出をめざした諸政策が実施され，いずれもほぼ軌道に乗っている。政権 期目

が終了するにあたり，これらポピュリズム政策の成果と問題点が明らかとなって

きた。

農民債務モラトリアム・プログラムは，農業・農業協同組合銀行（BAAC）から

融資を受けている農民に対し， 年間の返済猶予あるいは利子軽減を認め，同時

に技術普及や生産改善事業を行って，期間終了後の債務返済を円滑にする目的で

実施された。プログラムは 年 月末に終了し，適用を受けた 万人，債務

合計 億 の返済が始まっている。政府は BAACへの利子補給として 億

を予算から投入し，他にも生産改善事業などの財政支出を行った。政権側はプロ

年のタイ



グラム実施により，参加農民の所得が年間約 万 上昇し，合計で年間 億

の所得を生み出したと評価している。他方で，農民の所得増加は耐久消費財の購

入に向かい，生産の改善にはつながっていないという指摘もある。

村落基金プロジェクトは，全国の村落および都市コミュニティの基金運営委員

会に対して，政府貯蓄銀行が各 万 の回転資金を供与し，村落住民の資金需

要に役立てることを目的としている。 年末までに，全体の ％にあたる 万

カ所の村落に資金の供与が済み，村落住民に総額 億 の融資が実施され

た。このうち 億 の元本と 億 の利子は，すでに返済されている。政権

側はプロジェクトにより，借入住民の所得が年間 上昇し，合計で 億

の所得を創出したと自賛している。各村落の自主運営により，村落住民のまとま

りが強化されたと評価する意見がある一方で，融資額が少ないため，生産的な投

資ではなく，耐久消費財の購入に向かったとの報告もある。

政府の村落基金委員会は，全国の村落基金の管理，運用状況を審査して， ラ

ンクに分類している。村落基金の運営をさらに活性化するために，最も優秀な評

価 AAA を受けた村落基金 万 カ所（全体の約 ％）に対して， 年後半に

各 万 の回転資金を追加支給した。また村落基金のうち，貯蓄業務や運営資金

に問題のないところは，貯蓄銀行など政府系銀行の支援のもとで村落銀行に昇格

させる計画である。

一タンボン一品運動は，地域住民による特産品の商品開発，包装，市場開拓を

政府が支援するプログラムである。地域や全国レベルの展示会を開催して，優れ

た特産品には賞を授与することにより，タンボン間の競争意識が生み出された。

運動が始まった 年の総売上高は 億 万 であったが， 年には 億

に拡大している。政府側は， 年間で 億 の所得を創出し， 億 の輸出

収入があったと宣伝している。ただし特産品として新たに開発された製品は全体

の ％にとどまり，大部分が既製品か少し手を加えたものである。

庶民銀行は，主に都市部において商業を営む低所得者に対して，政府貯蓄銀行

が小口融資を行う事業である。 年 月末までに， 万 人に計 億 が

融資された。政府側の発表では，借入庶民の所得が年間 万 上昇し，合計

で 億 の所得を生み出している。他方で融資額に占める カ月以上の延滞債権

は， 年 月末の ％から徐々に増加して， 年 月末には ％にのぼ

っている。庶民銀行の融資を，制度外金融の返済に充てているという調査結果も

ある。

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



バーツ医療給付制度は，公務員医療給付制度および被用者社会保障制度に加

入していない国民を対象に， 回当たり を支払えば指定病院で受診できる制

度である。 バーツ医療給付制度の適用を受ける国民は， 年末までに 万

人（全人口の ％）に達し，いずれの制度にも加入していない国民は 万人（同

％）に減少している。政府は同制度を維持するために， 年度予算か

ら カ年合計で 億 万 を支出した。

外来患者数は増加しており，同制度を適用される患者の側では医療サービスの

機会増加につながっている。しかし病院の側では，政府からの補助金が 人当た

り （ 年度）にすぎないため，治療コストを十分にまかなえないとの指摘

がある。また公衆衛生省は 年から各病院への補助金の給付を，患者数に比例

した配分から，まず人件費を差し引いたうえで配分する方法へ変更したため，農

村部に位置する病院への給付額が減少し，病院経営に深刻な影響を及ぼしている。

このような制度上の不満から，公立病院を退職する医師の数が， 年以降毎年

名にのぼっている。

低所得者向けの住宅開発計画（バーン・ウアアートン）は，政府住宅公団が

年から 年間に 万戸を総事業費 億 で建設し，低価格で供給するプロジェ

クトである。 年末までに 期計 万 戸の住宅建設が着手され，この

うちバンコク首都圏の 万 戸には約 万人の入居申込があった。 期工

事の事業費は，政府住宅銀行と貯蓄銀行の融資，住宅公団の債券発行により

億 を調達する。また政府も予算から約 億 を補助し，住宅価格や金利面の優

遇を助成する。

タクシン政権のポピュリズム政策は，その事業内容が従来の政権とは異なって

いるばかりでなく，資金調達面において政府系金融機関を活用している点に特徴

がある。上述の各プロジェクトにおいて，政府の予算支出をともなう事業は，

医療給付制度，農民債務モラトリアムの利子補給，低所得者向け住宅開発の一

部にすぎない。大部分の事業は，政府系金融機関の融資および債券発行によりま

かなわれている。上述のプロジェクトに中小企業向け低金利融資などを加えると，

政府系金融機関を活用した支出規模は 年 月末に 億 万 に達してい

る。これは同年の政府予算支出の ％に相当する規模である（表 ）。

政府系金融機関による事業の実施は，政策の支援対象者に対して，直接的に機

動的な支出が可能な利点があり，とくに不況時など予算支出が限られている場合

には，有効な手段となろう。しかし国会の審議を経ないで執行できる点，経済全

年のタイ



体の効率的な資源配分を歪める可能性がある点，支援対象者への融資には高いリ

スクを伴うため不良債権化する危険性がある点などの問題が指摘できる。とくに

事業が軌道に乗らず不良債権化した場合，将来的に財政支出から補 することに

なり，事前の了解なく国民の税金投入という事態を招くことになる。政府系金融

機関による事業規模は急速に拡大しており，この点の規律が求められている。

タクシン首相は 年 月に，新たなポピュリズム政策である SML政策を発

表した。全国約 万の村落を規模により つに分類し，小規模（S）村落に 万 ，

中規模（M）村落に 万 ，大規模（L）村落に 万 を無償供与して，各村落の資

金需要に役立てる構想である。政府予算を直接，各村落に配布し，資金の用途は

村落の委員会が決定する。まず 月にパイロット事業として， 村落に 億

万 が供与された。すでに村落基金プロジェクトが実施されているなかで，

同種の事業を無償で行う構想に，選挙対策との批判が出ている。パイロット事業

の村落の多くは，社会福祉関連の基金として利用している。

SML 政策の資金は，政府予算の予備費から支出されている。予備費は本来，

災害発生時の住民支援など緊急時に支出される予算である。緊急時には機動性が

求められているため，首相が配分先の決定権限を有している。この予備費の歳出

全体に占める割合は，チュアン前政権時には ％台であったが，タクシン政権に

なって急増し， 年度予算では ％に達した（図 ）。予備費の増加は首相の

裁量の拡大を意味し，タクシン首相は地方で移動閣議を開催するたびに，この権

限を行使して地方へ予算を配分している。このような支出は，効率的な資源配分

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権

年 年 年

．事業機会の創出
（中小企業融資，庶民銀行等）
．福利厚生関連
（低所得者向け住宅供給等）
．証券市場活性化
（ワユパック・ファンド等）

政府系金融機関による事業合計
対GDP 比（％）
対政府予算比（％）

表 政府系金融機関による事業の実施 （単位 万バーツ）

（注） 年は 月末現在。
（出所） タイ財務省資料， 紙（ 年 月 日）より筆者作成。



や公平性を確保できなくなる問題がある。

国営企業改革とインフラプロジェクト

タクシン政権 期目の経済政策のうち，混乱を招いてほとんど成果を挙げられ

なかったのは国営企業改革である。現政権は， IMF の支援下で経済再建関連

法を制定したチュアン前政権を批判して政権の座に就いたが，国営企業の証券取

引所への上場は推進する立場をとった。ところが 年 月にかけて，発電

公団（EGAT）の上場は国の財産を売り渡すもので，インフラ事業は政府が保有す

べきという EGAT 労働組合の強硬な抗議行動に直面して，上場計画の白紙撤回

に追い込まれた。当初 社の国営企業上場を計画したが，上場できたのはタイ空

港公団（AOT），タイ石油公団（PTT）など 社にとどまり，計画は頓挫した。

経済再建関連 法のひとつである国営企業資本法は，現政権の修正検討委員会

の見直し作業により，国営企業効率化法へ修正して，国営企業の民営化収益を金

融機関再建開発基金に補 するという前政権の政策は中止するという提言が出さ

れた。しかし現政権は，総資産が GDP の ％，総収入が同 ％におよぶ国営企

業の上場を株価対策として位置づけており，上場により事業の効率化が達成でき

るかどうかは明言していなかった。また高架鉄道や地下鉄に関しては，都市鉄道

年のタイ
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図 タイ政府予算の予備費

（出所） タイ首相府予算局資料， 紙（ 年 月
日）より筆者作成。



網整備計画の一環として，公共インフラという理由で民間から株式の買収を計画

している方針が伝えられ，政策の一貫性のなさが批判を招いた。

国営企業改革は仕切り直しとなり，現政権はつぎのような方向で検討を進めて

いる。まず国営企業の事業形態を株式会社化して，民間の経営手法を導入する。

次に関連事業ごとに国営企業をグループ分けし，各グループで事業計画や予算策

定を行い，事業の効率化を図る。さらに財務省が全額出資する中央持株会社が，

各グループ企業を傘下に置き，各企業の財務内容を監督するとともに，経営陣を

派遣する。中央持株会社は，首相を委員長とする国営企業政策委員会の意思決定

の下で運営され，多数にまたがっていた国営企業の監督省庁を一元化する。また

以上の組織変更とは別に，株式会社化後，準備が整った企業から順次上場する。

タクシン政権はポピュリズム政策やインフラプロジェクトを推進するにあたり，

さらなる国営企業の活用は公的債務の増加を招くため，新たな資金調達手段とし

て特別目的会社（SPV）の創設を検討している。 SPV は資産を評価して買い取り，

事業化の際に債券を発行して投資家を募る。農民支援では， SPV が牛やパーム

椰子の木を農民に貸し出し，収益を農民と共有する。このスキームでは，政府は

資本金の一部を支援するのみで，従来のように融資リスクを負担する心配はない。

事業が失敗した場合は，投資家が損失を被る。問題点として，政府主導の証券化

が拡大した場合に民間の資金流動性を阻害する可能性，インフラに適用した場合

に政府資産を担保に証券化できるかどうか，また農民にとっては融資が現物に変

わるだけで，貧困問題の根本的な解決にはつながらないなどが考えられる。

金融機関の再編と債務処理の進展

政府は 年 月の閣議で，金融セクター・マスタープランを承認した。計画

の目的は， タイには もの金融機関があるため，合併により数を減らして規模

の経済を確保し競争力を強化すること， 中小企業や低所得者に対する金融サー

ビスを促進することである。計画では，金融会社とクレジットフォンシエを廃止

し，タイの金融機関は， すべての金融取引を顧客に提供できるフルサービス銀

行， 中小企業と個人顧客向け金融サービスに特化するリテール銀行のいずれか

に分類される。従来の事業範囲の規制を取り除く一方，同一金融グループ内の預

金受入機関は一つとし，合併や経営統合を奨励する。また外国金融機関は，オフ

ショア専業を廃止して， 国内支店の開設が可能なタイ法人として登記される外

国銀行の子会社， 国内支店の開設が認められない外国銀行のタイ支店のいずれ

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



年のタイ

かとなる。各金融機関は計画に従って， 月末までにライセンスを申請した。

年末までに判明した金融再編の状況は，つぎの通りである。タイ軍人銀行は，

DBS タイタヌ銀行と政府系のタイ産業金融公社（IFCT）を吸収合併した。シンガ

ポールのユナイテッド・オーバーシーズ銀行（UOB）はアジア銀行を買収し，

UOBラッタナシン銀行と統合する計画である。また金融会社の TISCOファイナ

ンス，キアットナキン・ファイナンス，アジア・クレジットは，フルサービス銀

行への昇格が認可された。商業銀行は統合により 行から 行減るが， 行増え

ることになる。

金融機関の融資残高に占める不良債権比率は， 年末 ％， 年末

％， 年末 ％と減少している（表 ）。商業銀行は，不良債権処理の経

費が低下して利益が拡大し， 年は全行が黒字となった。当事者間の自主交渉

により債務処理を行う債務再構築促進委員会（CDRAC）の下で， 年に

万 件， 兆 億 が合意に至った。これは全交渉件数の ％を占めてい

る。中央銀行では法改正により，通貨危機後に金融会社の債権回収を行っていた

資産管理会社（AMC）が，金融機関の不良債権を買い取れるようになれば，不良

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

民間地場商業銀行
不良債権比率（％）

国営商業銀行
不良債権比率（％）

外国銀行支店
不良債権比率（％）

商業銀行小計
不良債権比率（％）

金融会社（FC）
不良債権比率（％）

金融機関合計
不良債権比率（％）

表 タイ金融機関の不良債権額と比率の推移
（単位 万バーツ，％）

（注） 金融機関合計には，商業銀行，金融会社以外に，オフショア専業とクレジットフォン
シエを含む。 年 月から定義が変更され，破綻懸念先債権で ％貸し倒れ引当金を
積んでいる債権も，不良債権に含める。

（出所） タイ中央銀行。



債権は 年末には ％に減少すると予測している。またタイ資産管理公社

（TAMC）は 年末までに，総額 億 の不良債権を整理回収し，銀行から譲

渡された不良債権の ％を処理した。整理回収のうち，債務再構成と事業更生

が ％を占め，事業更生後の債権の予定回収率は約 ％である。

タイ・ペトロケミカル・インダストリー（TPI）社の債務処理は，創業者と債権

銀行団が鋭く対立して交渉が難航していたが，破産裁判所は 年 月に財務省

が選出した新しい更生計画人を任命し， 年 月に新事業更生計画を承認した。

計画では減資により累損解消と債務削減を図り，その後に新株発行による増資で

資金調達する。減資により既存株主の持株は約 ％に低下するため，創業者のリ

アウパイラット一族は経営に関与できなくなる。新株は， PTT 社，公務員年金

基金，政府貯蓄銀行が引き受けることで合意している。

（東）

タクシン政権は，今後の世界経済の牽引役となるアジア相互の連携に重きをお

き，先進国の提唱するワシントン・コンセンサスなどの枠組みを超えて， 南

南 協力推進の必要性を主張してきた。 年は，その独自の外交路線の成果を

世に問う 年になった。具体的には， FTA 関連の交渉進展，近隣諸国へのバー

ツ建て借款実施や南アジアとの経済連携にむけた国際会議の開催などにおいて，

特記すべき成果があがった。

新たな経済外交とアジア間協力に向けて

経済外交を重視する立場から，地域間・二国間の FTA 協定締結を推進してき

たタクシン首相は，精力的に国際会議に参加し，それらの会議を二国間経済交渉

の場として積極的に活用した。 年には， 月にオーストラリアと FTA 協定

を締結したほか， 月にインドとの早期関税引き下げ措置を実施した。また，日，

米，ニュージーランドほかとの FTA 締結にむけた交渉・協議を開始している。

タクシン政権は，タイ経済の競争力強化のためにも，アジア域内の重層的な経

済圏構築を目指している。この構想に関連して，二国間では，新たにマレーシア

との国境地域（南タイ 県とマレーシア北部 州）をまたぐ共同開発戦略

（Thailand Malaysia Committee on Joint Development Strategy for Border Areas

対 外 関 係

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



JDS）について，マスタープランの合意に至

った（ 月 日）。さらに， 年の経済協力

構 想（Economic Co operation Strategy

ECS）に続く新たな多国間協力構想として，

BIMST 経済協力会議（BIMST EC）の初回首

脳会談がバンコクで開催された（ 月

日）。同会議には，東南アジア・南アジアの

カ国（ バングラデシュ， インド，

ミャンマー， スリランカ， タイ，

新たなメンバー国としてブータン，ネパー

ル）が加盟し，両地域における貿易・投資・

運輸・エネルギー・観光・水産業等の協力を

推進するという共同宣言を採択した。また，

同会議における各国首脳との個別会談で，タ

年のタイ

イはバングラデシュ，ブータン，ネパールへのバーツ建て借款を約束した。

CLMV 諸国との良好な関係

タイは， 年 月 日の ECS 会議において，ラオス，カンボジア，ミャン

マーに対する経済協力の継続的実施を約束した。こうした背景から， 年は

CLMV 諸国とおおむね良好な関係を維持した。タクシン政権は，年初からベト

ナム（ 月 日），ラオス（ 月 日）と合同閣議を開催し，資源開発・インフ

ラ整備・観光・農業分野等を中心に，今後の二国間協力の枠組みを話し合った。

ただしベトナム側は，タイの経済進出やASEANと別枠で地域の盟主をめざそう

と画策するタクシン首相の野心に慎重な姿勢もみせている。

バーツ建て借款の実行が進むミャンマーとは，双方が 特別に良好な関係

（ 月 日，ミャンマー側の発言）にあることを確認した。 月 日のキンニュン

首相来訪に続き， 月 日のトゥラ・シュエマン大将の来訪， 月 日のタクシ

ン首相のミャンマー訪問ほか，首脳・閣僚レベルの会合が頻繁に開かれた。この

特別に良好な関係 は， 年後半からタイがミャンマー政府に働きかけ，民

主化への ロードマップ を示す国際会議の機会を提供した実績（ バンコク・プ

ロセス ）によって築かれた。ところが， 月 日にミャンマーで指導者交代劇が

生じ，同プロセスのカウンターパートであるキンニュン首相が政治的に失脚した



ことから，一時はタイ国内でも，首相間の個人的絆に依存した対ミャンマー政策

の存続を危ぶむ声が上がった。しかし， 月 日の第 回ASEAN首脳会議にお

いて，タクシン首相とソーウィン・ミャンマー新首相との会談が実現し， ロー

ドマップ に関する合意事項の継承が正式に確認された。

南部問題をめぐる近隣国との協調と軋み

タイ南部では 年を通じてイスラーム過激派グループによるテロ事件が続発

した（ 国内政治 を参照）。この問題をめぐって，近隣のマレーシア，インドネ

シアとタイ政府は，基本的に協力的関係を維持した。とりわけ，タイからの分離

独立をめざすイスラーム過激派組織（パッタニー独立戦線など）の摘発にむけて，

タイ政府は両国に情報提供を要請した。タクシン首相は，マレーシアのアブドゥ

ラ首相との間柄が， 年の外相時代からのものであることを強調し，二重国籍

問題や国境地域の開発，イスラーム過激派組織の取締り等について，両首脳が直

接協議を重ねることで交渉を進捗させた。

しかし，タイの治安当局とイスラーム武装勢力との衝突が深刻さの度合いを深

めるにつれ，両国内のイスラーム勢力の反発がタイにも伝わり始めた。とりわけ，

月 日にラマダン中のムスリムがタイ当局の粗雑な扱いにより大量死したタク

バイ事件は，両国のイスラーム勢力を刺激し，各国のタイ大使館前で抗議デモが

起きた。また国連人権委員会から政府に調査の申し入れがあったが，首相がこれ

を 月 日に拒否するなど，事態は国際問題化する様相をみせた。こうした国際

的批判に神経を尖らせたタクシン首相は， 月 日開催の第 回ASEAN首脳会

議前に，同会議の議題としてこの事件に言及があれば即刻退席すると事前予告し，

国外の批判を牽制した。さらに会議直前にマレーシア・インドネシア首脳との三

者会談を行い，分離主義者に対して領土保全を重視するタイ政府の立場に理解を

求めた。

ところが，双方の歩み寄りにより平静さを保ってきたマレーシア・インドネシ

ア両国との関係は，以下のようなタクシン首相の 失言 により，にわかに非難

の応酬に転じた。その発言内容は，南部テロ事件の犯人グループの一部が イン

ドネシアでイスラーム過激派の思想的影響を受け マレーシアのクランタン州

で軍事教練を受けた というものだった（ 月 日の国民向けラジオ放送から）。

これに対して，名指しされた両国はその証拠を求めて抗議し， タイの国内問題

の責任転嫁である 外交ルートで確認するべき情報のリーク として，首相発

総選挙にむけて準備を重ねるタクシン政権



言の軽率さを非難した。タイ外務省はすぐに事態の沈静化に乗り出したが，収拾

には年明けまで時間を要した。

（船津）

年の課題

年 月 日の総選挙は，タクシン首相率いる TRT 党が圧勝し，バンコク

首都圏でも予想を超える大勝をおさめた。タイの有権者は，一党支配による国会

のチェック機能不全といった負の側面も踏まえたうえで，タクシン政権の公約と

経済成長をもたらす手腕に対して，選挙で信任を示したことになる。

第 期目の政権で，タイの政党として初めて，公約の提示と実施というスタイ

ルを確立した TRT 党は， 期目の政権中に，約束した数々の政策の持続可能性，

そして莫大な投資計画における費用対効果の問題に厳しく直面することが予想さ

れる。また，総選挙後に解決を先送りした鳥インフルエンザ問題や南部のテロ問

題についても，世論は政権の対応を注視している。このほか，経済パフォーマン

スの悪化や政権内部への露骨な利益誘導策などは，政権の不安定化を招く要素と

して指摘されている。

経済は 年も持続的に拡大すると予測されるが，石油価格高騰による物価の

上昇，また金利の上昇が，個人消費や民間投資に及ぼす影響が懸念される。タク

シン政権 期目の経済政策の課題は， 期目から引き継ぐポピュリズム政策のさ

らなる展開を別にすれば， EGAT 労働組合の抗議行動により頓挫した国営企業

の改革，また総延長 にもおよぶ都市鉄道網整備計画の実施であろう。とく

に将来的な財政負担や公的債務残高の増加が危惧されるなかで，インフラプロジ

ェクトの財源をどのように調達するかが問題となる。金融セクター・マスタープ

ランに基づく金融機関の再編は， 年には全容が明らかとなろう。

（船津 地域研究センター）

（東 地域研究センター研究グループ長代理）

年の課題

年のタイ



日 タイラックタイ（TRT）党大会開催。

政権を 年担当する意欲を表明。貧困者対策

を重視。

月 日 政府， EGAT 民営化の予定延期

を決定。

産業廃棄物と一般廃棄物の分別収集開始。

日 東北部でコレラ大量発生。

日 タイ軍人銀行， DBS タイタヌ銀行，

タイ産業金融公社（IFCT）が合併合意。

工業省，バンコク・ファッション・シテ

ィ計画を実施。

日 タクシン首相，第 次内閣改造実施。

日 ソムチャイ・ニラパイ弁護士（ムス

リム弁護士会会長）の失踪事件発生。

日 県自治体首長公選制導入後初の選挙，

ブリラムを除く全県で実施。

日 南部 県の公共施設 カ所で同時放

火事件（ 日）。

スイス連邦のジョゼフ大統領，来訪（

日）。 EFTA との自由貿易等を協議。

日 サン警察庁長官ら，南部の治安情勢

悪化により解任される。

日 メコン川の水位低下，最低記録を更

新。水運停止へ。

ラオスにてタイ・ラオス両国の合同閣議

開催。経済協力について協議。

日 財務省，闇金融による借金問題につ

いて年内の解決策実施を発表。

日 政府， 年の次期国連事務総長選

にスラキアット外相を推す計画を発表。

日 南部ナラティワート県スガイコロー

ク郡のバーで爆弾テロ発生。 名重軽傷。

月 日 公務員の給与引き上げと人事評価

制度開始。

日 閣議，国営企業民営化の新ガイドラ

イン承認，基礎教育の 年無償化を承認。

月

月

重要日誌重要日誌 タイ 年タイ 年

月 日 プーミポン国王，定例の新年にむ

けた挨拶で経済危機からの脱却を宣言。

日 南部ナラティワート県で各郡学校へ

の放火，警察・軍施設からの武器強奪事件が

同時多発。

日 政府の 貧困救済プログラム ，貧

者登録を開始。

日 閣議，金融部門再編を促す新マス

タープラン了承。

日 マレーシアのアブドゥラ首相，来訪。

首相官邸にて両国首脳会談。

日 政府，鳥インフルエンザの国内感染

を公式に確認。

日 鳥インフルエンザ感染によるタイ初

の死亡例を確認。

日 チョンブリ県石油備蓄センターでの

石油取引開始。

月 日 通常国会開催。民主党は鳥インフ

ルエンザ隠蔽疑惑で下院議長に緊急動議提出。

閣僚不信任動議提出も準備。

日 閣議，新たな遊興施設法を承認。

日 国営企業政策委，タイ発電公社

（EGAT）の株式会社化を承認。

日 日タイ経済連携協定にむけた第 回

正式協議，バンコクで開催（ 日）。

日 上院，国家汚職防止取締委の新委員

名を選出。

日 スチョン・チャリークルア氏，上院

議長に就任。

ベトナム・タイ合同閣議開催（ 日）。

日 閣議（於ナコンパノム），東北部の月

額所得 万 引き上げ政策を発表。

日 EGAT 労組，政府の民営化計画撤

回を求め，大規模デモを開始（ 月 日）。

プーミポン国王，南部の治安悪化に対す

る憂慮を表明。

月

月



天然資源環境省，ターク県のカドミウム

米汚染で鉱山会社の責任を追及。

日 債務再構築委員会（CDRAC），

年以降に の案件で仲裁の成立を報告。

日 タクシン首相，マレーシアで首脳会

談。南部国境の経済開発や二重国籍問題等を

協議。

日 国民証の ICカード化開始。

日 タイ港湾公団，レムチャバン港の開

発計画を公表。

国家経済社会開発庁（NESDB），タイ通

信公社（CAT）の高速携帯電話ネットワーク

の全国拡大を承認。

日 財務省，持続可能なマクロ経済フ

レームワークを発表。

日 南部ナラティワート県でイスラーム

過激派による公共施設 カ所の同時襲撃・放

火事件発生。

日 EGAT，労働組合と 民営化 中止

協定（無期限延期案）に調印。

日 南部ヤラー，パッタニー，ソンク

ラー各県でムスリム武装集団と警察・国軍が

銃撃戦を展開。 名が死亡。

月 日 ワタナー商業相，ラオス，カンボ

ジア等からのコメ輸入と再輸出計画を発表。

日 閣議， 年度予算案を承認。

日 ABN アムロ， UOB ラッタナシン

銀行へのアジア銀行株売却を決定。

日 ソムサック農業協同組合相，鳥イン

フルエンザ・フリー宣言。

日 ソラアート社会開発相， 年まで

のスラム一掃計画を発表。

日 政府，貧者再配分と森林保全のため

新たな土地権利証の発行計画を発表。

日 下院議会，民主党提出の閣僚不信任

案を審議（ 日未明）。

日 下院議会，閣僚不信任案を否決。

月

日 タイ初の農産物先物取引所開所。

日 南部ナラティワート県で，イスラー

ム過激派が仏教徒農民の首を切り路上に放置。

月 日 NESDB， 年間で産業クラス

ターを創出する計画を発表。

日 ミャンマーのキンニュン首相，来訪。

両国首脳会談開催。

日 閣議，省エネ策と代替エネルギー策

（ガソホールへの転換）を提案。

日 スチャート副首相， IMF から財政

規律に対する警告を受ける。

日 タクシン首相，ブラジルでの UN

CTAD会議に参加（ 日）。 日にブラジル

のルーラ大統領と会談。

日 タノーム・キティカジョーン元首相，

死去。 歳。

日 財務省，省エネ車優遇の新たな車両

税導入の予定を発表。

日 アメリカとの第 回 FTA 交渉，ハ

ワイで開催（ 月 日）。

政府の FTA 締結に反対する NGO や農

民団体，首相府前で抗議。

投資奨励委員会（BOI），税制優遇期間

（最長 年）の一律的措置を廃止。

日 タクシン首相，第 次内閣改造実施。

月 日 タイ初の地下鉄，正式開通。

日 タイ・オーストラリア間 FTA 協定

調印。ほか つの事項で合意。

日 タクシン首相，ニュージーランドで

閣僚級会議に参加。 FTA について話し合い。

鳥インフルエンザ，アユタヤ県で再発生。

民主党サナン・カジョンプラサートら，

マハーチョン党結成。ラーサドン党と合流。

日 TRT 党，全村落に 万 の資

金を人口規模に応じて配る政策を約束。

日 中銀，国営クルンタイ銀行の不良債

権額増加の可能性を指摘。

月

月

タイ



日 BIMST 経済協力（BIMSTEC），初の

首脳会談をバンコクで開催（ 日）。

日 新金融マスタープランでの銀行ライ

センス申請締め切り。 行が申請。

月 日 国家人権委員会，人権擁護の後退，

閣僚の不正疑惑について報告。

ソムキット財務相， TPI 社の債務再構

築計画を承認。

日 ウィサヌ副首相， の各種政府委

員会を整理し，細則を整備する予定を発表。

日 上院，国家通信委員会（NTC）委員

名を選出。

タイ輸出入銀行，ミャンマーの衛星プロ

ジェクトに借款供与を決定。

日 中央銀行， 日物レポ金利を ％

から ％へ引き上げ。

日 タイ農産物先物取引所，コメの先物

取引を開始。

日 国家開発党， TRT 党への合流によ

る党解散を決定。

日 バンコク都知事選，民主党候補のア

ピラック・コーサヨ ティンが圧勝。

月 日 タイとインド， FTA の早期関税

引き下げ措置（ 品目）を実施。

日 タクシン首相，中国を訪問しアジア

政党会議に出席（ 日）。温首相と首脳会談。

日 エーカユット・アンチャブット，株

価操作による政治家の利益獲得疑惑を暴露。

日 閣議，バンコク近郊の都市交通整備

基本計画を了承。

閣議，タイマスコミ社（MOCT Plc ）の

株式公開を承認。

日 イラク派遣のタイ国軍，帰国開始

（ 日）。

日 ウォラテープ財務副相，住宅等への

固定資産税課税に取り組む予定を発表。

日 ソムサック農業協同組合相，コンケ

月

月

ンで遺伝子組み替えパパイアの流出確認。

日 中銀，家計債務の増大でカード規制

や金融サービス制限の強化を発表。

日 ソムキット財務相，タイの新経済政

策方針（国の競争力強化，経済安定，人・社

会の開発重視）を発表。

日 タクシン首相，イタリア，スウェー

デン訪問（ 日）。 日にイタリア， 日に

スウェーデンで首脳会談開催。

日 公務員文民委，業績下位 ％の早期

退職勧告制度の導入（ 月 日）を延期。

保健省，国内で人から人への鳥インフル

エンザ感染例が出た 疑い を公表。

日 タクシン首相，ノングーハオ新空港

の開港予定の遅れを初めて容認する発言。

中銀総裁，クルンタイ銀行の前頭取再任

を認めない方針を発表。

日 シリキット王妃，南部の問題解決に

ついて，各界の協力を要請。

日 政府， 汚職撲滅キャンペーン の

開始を宣言。

月 日 国家通信委員会，正式発足。

国軍定例人事異動。チャイシット陸軍司

令官が国軍最高司令官に異動。

日 タクシン首相，第 次内閣改造実施。

日 タクシン首相，ベトナム訪問。

ASEM会議に参加（ 日）。

日 麻薬取締委員会ほか，クロントイな

どで 麻薬掃討作戦 を 月 日まで展開。

日 タクシン首相，プーケットでマレー

シアのアブドゥラ首相と会談。鳥インフルエ

ンザ問題やコロク川架橋で合意。 日定礎式。

日 TRT 党，次期総選挙にむけたキャ

ンペーン開始。

日 外務省に国際開発協力事務局発足。

陸軍，チャンネル の株式公開計画中止。

日 閣議，次期政権で 兆 規模のイン

月

年 重要日誌



フラ整備を行う計画を了承。

汚職防止取締委，サムットプラカン県汚

水処理場の汚職事件で 名を刑事告訴。

日 中央銀行， 日物レポ金利を ％

から ％へ引き上げ。

日 政府，ガソリン小売価格への補助金

撤廃（軽油補助は 年第 四半期まで継続）。

日 南部ナラティワート県タクバイ郡で，

当局とイスラーム教徒群衆が衝突。トラック

で連行中に 名が窒息死。他 名死亡。

日 閣議，低所得者の個人所得税と中小

企業法人事業税引き下げを決定。

日 スリヤ運輸相， 年の建設・運輸

省への改組案を発表。

月 日 財務相，空港・港における通関手

続き日数短縮を実施。

日 政府 貧困救済キャラバン を開始。

日 政府，政策実績の宣伝フェアを開催。

万人以上を動員（ 日）。

日 政府， 億 規模のアジア債発行

予定を公表。

首相官邸にて新たな農民債務解決策の協

定調印式。

日 シンガポールのリー首相，来訪。民

間協力推進（STEER）等について協議。

日 シリキット王妃， 名の各界代表

に南部問題の早期解決を訴え。

内務省，東北部・中部 県の旱魃状況

を閣議で報告。

日 タクシン首相，チリ訪問（ 日）。

日のAPEC首脳会議に出席。

日 下院議会，政党政権としてタイ史上

初の 年の任期満了。

日 イタリアンタイディヴロップメント

社創業のチャイユット・ガナスート氏死去。

日 閣議，預金保険機構法案を承認。

BOI，重点業種にエネルギー関連産業を

月

追加指定。

タクシン首相，ラオスでの ASEAN首脳

会議に出席。

日 タイとニュージーランド， 年

月 日からの関税引き下げを発表。

月 日 タイからラオスへのビザ無し渡航

開始。

日 国王誕生日。政府，南部の情勢沈静

化を願う平和の折鶴を空から投下。

日 NESDB，インフォーマル経済部門

の制度内化（ 年目標）を提案。

日 タクシン首相，ミャンマー訪問。

日 閣議，若者へのタバコ・酒の販売規

制強化を決定。

政府， 年夏季オリンピック候補地へ

の立候補を決定。

特別事件捜査局，南部のテロ事件容疑者

名を逮捕（ 日）。

日 中央銀行， 日物レポ金利を ％

から ％へ引き上げ。

日 タクシン首相，イスラーム武装勢力

はマレーシア・クランタン州で訓練を受けた

と発言。 日のラジオ演説でもインドネシア

等のムスリム過激派による洗脳活動に言及。

日 マレーシアのアブドゥラ首相，前日

のタクシン首相発言に説明を求める。

日 閣議，映画検閲制度の廃止と映画の

格付け制度導入を了承。

日 南部 県の教員団体，勤務拒否を決

定。 日から年始にかけて学校休校。

農業協同組合相，有機肥料の使用奨励に

よる有機農業推進計画を提案。

日 インド洋大津波発生。南部 県で津

波による死者 名，負傷者 名を確認

（ 年 月の 誌ホームページ）。

日 閣議，業績優秀な官組織へのボーナ

ス支給（ 億 ）を了承。

月

タイ



参考資料参考資料 タ イ 年タ イ 年

国家機構図（ 年 月末現在）

次官事務局�
広報局�
消費者保護委員会事務局�

次官事務局�
水上輸送・通商航海局�
陸運局�
航空輸送局�
国道局�
地方国道局�
輸送交通政策計画事務局�

次官事務局�
天然燃料局�
エネルギー事業局�
代替エネルギー開発・エネルギー保全局�
エネルギー政策企画事務局�

次官事務局�
公害管理局�
海洋・沿岸資源局�
鉱物資源局�
水資源局�
地下水資源局�
環境振興局�
国立公園・野生動物・植物種局�
天然資源・環境政策計画事務局�

次官事務局�
領事局�
外交儀典局�
ヨーロッパ局�
国際開発協力事務局（＊）�
国際経済局�
条約・法律局�
情報局�
国際機構局�
ASEAN局�
東アジア局�
アメリカ・南太平洋局�
南アジア・中東・アフリカ局�

次官事務局�
スポーツ・レクリエーション�
　　　　　　開発事務局�
観光開発事務局�

次官事務局�
灌漑局�
協同組合会計監査局�
漁業局�
畜産局�
森林局�
土地開発局�
農業研究局�
農業普及局�
協同組合振興局�
農地改革事務局�
国家農産品・食品規格事務局�
農業経済事務局�

次官事務局�
郵便電報局�
気象局�
国家統計局�

首相秘書事務局�
内閣官房�
国家情報局�
予算局�
国家安全保障会議事務局�
法制委員会事務局�
文民公務員委員会�
国家経済社会開発庁�

次官事務局�
国軍最高司令部�
陸　軍�
海　軍�
空　軍�
国王護衛局�

次官事務局�
国庫局�
中央会計局�
関税局�
物品税局�
国税局�
国営企業政策委員会事務局�
公的債務管理局�
財政経済局�

次官事務局�
社会開発・福祉局�
女性問題・家族制度事務局�
児童・青少年・社会的弱者・�
　障害者・高齢者の保護および
　安定支援事務局 �

憲法裁判所�
行政裁判所�
司法裁判所�
　　通常裁判所�
　　少年・家庭裁判所�
　　専門裁判所�
裁判所事務局�
�

裁判所�

上院（200人）�
下院（500人）�

国王�

首相�国会�

内閣�

枢密院�

国家機能の監視機関�
国家選挙委員会（5名）�
国会オンブズマン（3人以下）�
国家人権委員会（11人）�
国家汚職防止取締委員会（10人）�
国家会計検査委員会（10人）�
国家経済社会諮問会議（99人）�

社会開発・生活安定保障省�

財務省�

国防省�

首相直属�

首相府� 外務省�

観光・スポ－ツ省�

情報 ・ 通信技術省�

農業・協同組合省�

運輸省�

天然資源・環境省�

エネルギー省�

次官事務局�
工場局�
工業振興局�
基礎工業・鉱業局�
砂糖キビ・砂糖委員会事務局�
工業製品規格事務局�
工業経済事務局�

投資委員会事務局�

工業省�

工業大臣直属�



タ イ

次官事務局�
外国貿易局�
国内商取引局�
保険局�
国際貿易交渉局�
知的財産局�
流通事業開発局�
輸出振興局�

次官事務局�
地方行政局�
コミュニティ開発局�
土地局�
天災防止局�
建設・都市計画事務局�
地方自治体振興局�

次官事務局�
矯正局�
権利および自由擁護局�
民事執行局�
児童・青少年監査・保護局�
刑務局�
特別事件捜査局�
法務事務局�
法科学研究所�

次官事務局�
職業斡旋局�
職能開発局�
労働福祉・保護局�
社会保険事務局�

麻薬取締委員会事務局�

次官事務局�
宗教局�
芸術局�
国家文化委員会事務局�
現代文化芸術事務局�

次官事務局�
科学サービス局�
原子力平和利用局�

次官事務局�
医療局�
疾病予防局�
タイ式医療・代替医療開発局�
医療科学局�
健康関連サービス推進局�
精神衛生局�
保健局�
食品・薬品委員会事務局�

各国立大学�
教育技術研究所�
大学言語研究所�

次官事務局�
教育議会事務局�
基礎教育委員会事務局�
高等教育委員会事務局�
職業教育委員会事務局�

上院書記局�
下院書記局�

マネーロンダリング防止取締事
務局�
最高検察局�

タイ中央銀行�
王室財産管理局�
証券取引等監督委員会�

バンコク都庁�

国王秘書局�
宮内庁�
国家仏教事務局�
国王プロジェクト調整特別委員会�
事務局�
国家学術調査委員会�
タイ学士院�
国家警察局�

内閣�

商務省�

内務省�

法務省�

法務大臣直属�

労働省�

文化省�

科学技術省�

教育省�

管理下組織�

公衆衛生省�

独立組織�
（1）首相管轄下の局レベル組織�

（2）国会議長管轄下の独立組織�

（3）法務大臣管轄下の独立組織�

（4）その他の独立組織�

（5）特別地方自治体�

（注） 年 月以後の省庁改革後の各局を表記。ただし各省と
も大臣官房は省略。 は 年 月 日発足。

（出所） 文民公務員委員会資料および聞き取りから作成。

国防省次官 Gen. Oud Buangbon
国軍最高司令官 Gen. Chaisit Shinawatra
陸軍司令官 Gen. Prawit Wongsuwan
海軍司令官 Adm. Sampop Amarapal
空軍司令官 ACM Kongsak Wanthana

国 軍

（ 年 月 日付異動）

内閣閣僚および国軍司令官名簿



年 参考資料

内閣（第 次タクシン改造内閣， 年 月 日国王承認）

閣 僚 大臣補佐

首相
副首相

国防相
財務相
副相

外 相
農業協同組合相
副相

運輸相
副相
副相

商務相
副相

内務相

副相
副相

法 相
労働相
科学技術相
教育相
副相

公衆衛生相
副相

工業相
エネルギー相
天然資源・環境相
観光・スポーツ相
情報・通信技術相
社会開発相
文化相

Pol. Lt. Col. Thaksin Shinawatra
Gen. Chavalit Yongchaiyudh
Mr. Chaturon Chaisang
Mr. Wissanu Krea ngam
Mr.Purachai Piumsombun
Mr. Suwat Liptapanlop（ ）

Mr. Somsak Thepsutin（ ）

Mr. Pinij Jarusombat（ ）

Gen. Samphan Boonyanant（ ）

Mr. Somkid Jatusr ipitak
Mr. Varathep Ratanakorn
Mr. Surakiar t Sathirathai
Mr . Wanmuhamadnoor Matha（ ）

Mr. Newin Chidchob
Mr. Sur iya Jungrungreangkit
Mr . Nikorn Jamnong
Mr. Vichet Kasemthongsr i
Mr . Watana Muangsook
Mr. Anutin Charnvirakul（ ）

Mr. Bhokin Bhalakula

Mr . Pracha Maleenont
Mr . Sutham Sangpratoom（ ）

Mr. Phongthep Thepkanjana
Mrs. Uraiwan Thienthong
Mr. Korn Dabbaransi
Mr . Adisai Bodharamik
Mr. Aree Wongsearaya（ ）

Mrs. Sudarat Keyuraphan
Mr. Suchai Yongarnukul（ ）

Mr. Pongsak Ruktapongpisal（ ）

Mr. Prommin Ler tsur idej
Mr . Suwit Khunkitti
Mr . Sontaya Kunploeme
Mr. Surapong Suebwonglee
Mr. Sora at Klinpratoom
Mr. Anurak Chureemas

Mr. Veerachai Veeramethikul

Mr . Sorajak Kasemsuwan

Sub. Lt. Panpree Phahitthanukorn

Mr. Sujar it Nanthamontree,
Mr . Soemsak Karun, Mr . Khwang Ropkhop

Mr. Phira Manathat

Mr . Piyabut Chonvicharn

Mr. Yongyud Wichaidet

Mr . Wachara Phannched
Mr. Viset Juphibal

Mr . Kroekkrai Jiraphed
Col. Nalikatiphak Saengsanit

Mr . Winai Wir iyakitjar

（注） ）第 次内閣の首相府大臣補佐は次の通り。 Mr. Pornchai Nuchsuwan, Mr . Rung Kaewdaeng,
Pol. Gen.Thawatchai Phailee, Mr . Suvit Meesintree, Ms. Sir ilak Panbumrungkij, Mr . Paitoon
Boonyawat, Sub. Lt. Prapat Limpaphan, Mr . Uttama Savanayana Mr. Nimit Damrongrat, Mr .Veera
Musikaphong, Mr . Kitti Limsakul, Mr . Phadhadej Dhammacharee, Mr . Somchainuk Engtrakul
）印無しは，第 次から第 次まで同ポストの閣僚を示す。
） は，第 次内閣（ 年 月 日）と第 次で入れ替わりがあったポスト。第 次で表と

異なる大臣名は次のとおり。
副首相 Suchar t Jaovisidha, Gen.Thammarak Isarangura Na Ayuthaya, Mr . Wanmuhamadnoor
Matha 国防相 Gen.Chettha Thanajaro，農業協同組合相 Mr. Somsak Thepsutin，商務副相
Mr. Pongsak Ruktapongpisal，内務副相 Mr. Pramual Rujanaser i，教育副相 Mr. Sutham

Sangpratoom，公衆衛生副相 Mrs. Sir ikorn Maneer in，工業相 Mr. Pinij Jarusombat
） は，第 次内閣改造（ 年 月 日）でのポスト就任を示す。第 次は 名の小規模改

造で，スワットが副首相（新入閣），アヌティンが新入閣で公衆衛生副相に就いた（第 次で商務副
相に異動）。

（出所） 首相秘書事務局。 年 月 日データ。



主要統計主要統計 タ イ 年タ イ 年

基礎統計

人 口 （ 万人，年末）
労 働 人 口 （同上）
消 費 者 物 価 上 昇 率 （％）
失 業 率 （％）
為替レート（ ドル バーツ）

（出所） タイ中央銀行（http www bot or th bothomepage databank EconData KeyEcon index e htm）。

支出別国民総生産（名目価格） （単位 億バーツ）

民 間 消 費
政 府 消 費
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産 支 出
国 内 総 生 産 （GDP）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産 （GNP）

（注） 暫定値。
（出所） 国家経済社会開発庁（http www nesdb go th Main menu Macro GDP menu html）。

産業別国内総生産（実質 年価格） （単位 億バーツ）

農 ・ 畜 産 ・ 漁 ・ 林 業
う ち 農 ・ 畜 産 ・ 林 業
鉱 業
製 造 業
建 設 業
電 力 ・ 水 道
運 輸 ・ 通 信
卸 ・ 小 売 業
金 融 業
不 動 産 業
行 政 ・ 国 防
サ ー ビ ス
国 内 総 生 産 （GDP）
GDP 成 長 率 （％）

（注） 暫定値。
（出所） 国家経済社会開発庁（http www nesdb go th Main menu Macro GDP menu html）。



年 主要統計

国・地域別貿易 （単位 万バーツ）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本

ア メ リ カ

ド イ ツ
イ ギ リ ス

シンガポール
マ レー シ ア
インドシナ諸国
中 国
香 港
台 湾
韓 国
合 計

（注） インドシナ諸国はカンボジア，ベトナム，ラオス，ミャンマーの合計。 EU は 年 月から
新たに カ国加盟し， カ国の合計。 暫定値。

（出所） タイ中央銀行（http www bot or th bothomepage databank EconData Econ Finance tab e
asp）。

国際収支 （単位 万バーツ）

（注） 暫定値。
（出所） タイ中央銀行（http www bot or th bothomepage databank EconData Econ Finance tab e

asp）。

経 常 収 支
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サ ー ビ ス 収 支
輸 送
旅 行
その他のサービス
所 得 収 支
雇 用 者 報 酬
投 資 収 支
経 常 移 転 収 支
資 本 収 支
直 接 投 資
証 券 投 資
株 式
債 券
そ の 他 の 投 資
誤 差 脱 漏
外 貨 準 備 増 減
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